
は じ め に

災害拠点病院は，発災時に傷病者を受け入れ，地域
の医療機関の支援を行い被災地の災害医療を担う機
能を持つ病院であり，当院は平成 23 年にその指定を
受けた．災害拠点病院は「多発外傷，挫滅症候群，広
範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救命

治療を行うための高度の診療機能を有し，被災地か
らのとりあえずの重症傷病者の受け入れ機能を有す
るとともに，傷病者等の受け入れ及び搬出を行う広
域搬送への対応機能，自己完結型の医療救護チーム
の派遣機能，地域の医療機関への応急用資機材の貸
し出し機能を有する」と謳われ1)，表１のように運営，
施設・設備面で指定要件が定められている．平成 23
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要 旨
多根総合病院（以下当院と標記）は平成 23年に災害拠点病院の指定を受けた．災害拠点病院は災害発生時に被災
地内の医療拠点となる病院である．そのため，被災した際にも病院機能を継続できることが求められており災害対
策を充実させる必要がある．当院は南海トラフ巨大地震の浸水想定域に立地しており，津波災害を想定して当院の
災害対策の現状を病院防災力診断指標に従い検討した．給水，電気，サプライチェーン，搬送については，短期間で
の解決が困難な課題があり，今後の検討を要するものと考えられた．
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運営について
・24 時間緊急対応し，災害発⽣時に被災地内の傷病者等の受け入れ及び搬出を行うことが可能な体制を有すること
・災害発⽣時に被災地からの傷病者の受け入れ拠点にもなること
・災害派遣医療チーム（DMAT）を保有し，その派遣体制があること
・救命救急センターもしくは第⼆次救急医療機関であること
・地域の第⼆次救急医療機関とともに定期的な訓練を実施し，災害時に地域の医療機関への支援を行う体制を整

えていること
・ヘリコプター搬送の際には同乗する医師を派遣できることが望ましい
施設及び設備について
・救急診療に必要な部⾨を設けると共に，災害時における患者の多数発⽣時に対応可能なスペース及び簡易ベッ

ド等の備蓄スペースを有することが望ましい
・診療機能を有する施設は耐震構造を有すること
・通常時の 6 割の程度の発電容量のある自家発電設備等を保有し，3 ⽇分程度の燃料を確保しておくこと
・適切な容量の受⽔槽の保有，停電時にも使用可能な井⼾設備の整備，優先的な給⽔協定の締結などにより災害

時の診療に必要な⽔を確保すること
・衛星電話を保有し，衛星回線インターネットが利用できる環境を整備すること
・多発外傷，挫滅症候群，広範囲熱傷等の災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な診療設

備を有すること
・患者多数発⽣時の簡易ベッドを有すること
・被災地における自己完結型の医療救護に対応できる器材を有すること
・トリアージタッグを有すること
・⾷料，飲料⽔，医薬品等について，流通を通じて適切に供給されるまで必要な量として，3 ⽇分程度を備蓄して

おくこと
・原則として病院敷地内にヘリコプター離着陸場を有すること
・原則として DMAT や医療チームの派遣に必要な緊急⾞両を有すること

表１ 災害拠点病院指定要件





⽔時は瓦礫により道路は使用不可能と想定される．
敷地内にヘリポートは無く，直近の災害時用臨時
ヘリポートまで約 1.5 km の距離がある．また近隣
の 3 か所の災害時用臨時ヘリポートは津波浸⽔想
定域内であり，津波災害時の使用はほぼ不可能と
思われる．当院屋上に緊急救助スペースが設置さ
れているが，ヘリパッドではなくヘリの着陸は想
定されていない．隣接する公共施設屋上にヘリ
パッドが設置されているが訓練使用の実績はなく
連携については今後の課題である．

⑧サプライチェーン：地区医師会との災害対応連携
訓練は未実施である．緊急時に事業継続のために
取り決めておくべき事業継続計画は未策定であり，
被災時の燃料・薬剤・⾷料などについて他機関との
供給協定や取り決めはない．

考 察

当院の立地する地域は満潮時の平均海⽔面より低
いいわゆる 0 メートル地帯であり，近年でも昭和 25
年ジェーン台風，昭和 36 年第⼆室⼾台風の際には
1～2 ｍの浸⽔が記録8)されている．高台は当院の近
隣に存在せず，立地場所については解決し難い問題
と考えられる．

構造物は免震構造であり，耐震・制震構造と比較し
家具転倒や躯体損傷の可能性が低いとされており，

「南海トラフ巨大地震対策等検討部会」において当院
周辺で想定されている震度 6 弱には耐えうるものと
考えられる．実際に最大震度 7 を記録した熊本地震
において熊本県内の免震建築物に継続使用上の大き
な支障は見られなかったとの報告9)がある．ただし
同報告では外付け階段の損傷が報告されており，当
院においても 2 階防災センター横の階段，および 3
階出口部と隣接商業施設との連絡通路が損傷する可
能性があり得る．

インフラ面を考慮すると，受⽔槽の問題だけでな
く，停電により受⽔槽からのポンプ汲み上げ機能が
停止するため，停電により給⽔が不可能となる事態
が想定される．自家発電機が津波による損傷を受け
る事態は考えにくいが，津波で 1 階の浸⽔が想定さ
れる場合は事前に 1 階への非常用電源系統を分離す
る作業が必要である．非常用電源系統を分離した場
合１階の非常用電源は使用不可能となるため，津波
警報発令後に迅速にその作業が行えるように周知す
る必要がある．平成 29 年度大規模地震時医療活動訓
練において，その訓練を実施しており，今後も継続し
ていきたい．

首都直下地震での想定ではあるが，地震発災後 10
⽇目にミネラルウォーターの全国総在庫が払底する
との試算がある10)．飲用⽔，⾷料は 3 ⽇分の備蓄を
行っているが，⽣活用⽔を考慮すると，より多くの備
蓄が今後必要と考えられる．

平成 23 年に発⽣した東⽇本大震災においては，津
波災害による死者・行方不明者が多く，負傷者が少な
かったと報告されている11)．しかし，負傷の悪化や
既往症の悪化など，震災の直接被害ではない要因で
死亡したとされる「震災関連死」のうち約 2 割は病院
の機能停止が原因とされており，被災時の病院のイ
ンフラ機能維持が震災関連死を減らすために重要で
あると考えられる．平成 26 年に厚⽣労働省により実
施された「災害拠点病院への傷病者受け入れ態勢の
確保について」の調査結果1)では，ハザードマップ上
想定震度 6 弱以上の地域に立地する災害拠点病院に
おいて，地震動対策のなされている病院は 537 施設
中 500 施設であったのに対し，ハザードマップ上浸
⽔想定地域に立地する災害拠点病院において，浸⽔
対策を行っている病院は 230 施設中 119 施設との調
査結果であり，地震動対策と比較し浸⽔対策は進ん
でいない状況が読み取れる．「災害拠点病院」がプ
レート内地震である阪神淡路大震災を契機として整
備された経緯があるため，各災害拠点病院において
も地震動対策への意識は高いが，津波・洪⽔・内⽔に
よる浸⽔への対策は全国的に今後の課題と考えられ
る．

お わ り に

当院の津波災害対策を検討した結果，とくに被災
時の電気・⽔供給，及び外部への搬送経路に関する問
題が明らかになった．自家発電機については燃料の
備蓄場所の確保を，搬送手段については隣接する建
築物に，ヘリコプターの着陸が可能かどうかを検討
する必要があるかと思われる．被災地域の災害医療
拠点として機能を発揮できるよう，実現可能なこと
から災害対策を進めていきたい．
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年齢 人数 NRS（0‒4）NRS（5‒10）
20 代 4 4 0
30 代 9 9 0
40 代 6 5 1

表５ 高位結紮後疼痛と年齢分布（2013.1‒12）

表６ LPEC術後疼痛と年齢分布（2013.1‒12）
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年号 著者 年齢 症例数 男 / 女 ヘルニア
型 術式 合併症 再発の

有無
観察期間
（月）

成人への
適応拡大

2008 嵩原5) 12‒20 16 7/9 Ⅰ‒1 LPEC 0 0 3‒36 ○

2014 西原6) 30‒40 9 9/0 Ⅰ‒1，2
Cone

mesh + double
LPEC

1
(11%,疼痛） 0 12 ○

2015 馬場7) 21 1 0/1 Ⅰ‒1 LPEC 0 0 8 ○

2016 平山8) 19‒33 6 0/6 Ⅰ‒1，2 Advanced
LPEC 0 0 13‒25 ○

2016 渡瀬 17‒50 39 0/39 Ⅰ‒1，2 LPEC 4
(11%,疼痛） 0 最長 44 ×

表 7 成人 LPEC法




